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教師の発達障害児への態度がその発達支援行動に及ぼす影響
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本研究では、 教師や教職志望者が発達障害児 (者) をどのよう に認知するのかという こ とが、 教師とその志望者の間で、

どのよう に異なるのか、 そして彼らのおいても差異が生じるのかという問題も併せて検討された。 そのために小 ・ 中 ・ 高校

の教員からなる教員群 (33名) と教職を目指す大学院生群 (53名) 、 及び教員養成大学の学部生群 (57名) が本研究に参加

した。 分析の結果、 これら 3 群の間には、 発達障害観に有意差がなく 、 教員群がと他の2 群との間には、 顕著な差が無いこ

とがわかった。 また、 発達障害観と支援行動には有意な正の相関関係が認められ、 発達障害観得点の高いものほど、 発達支

援の行動を多 く と る可能性が示唆された。 これらの結果について、 本研究では、 学校心理学の観点から考察が加えられた。 
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The present study was planned to investigate di fferent of the feeling of developmental disorder among three groups, that is, 

teachers, graduate students and undergraduate students. Thirty-three school teachers, Fi fty-three graduate students and fi fty-seven 

undergraduate students took part in the study, for the measurement of the feeling of the developmental disorders; Questionnaire 

of the feeling of developmental disorder (The FDD) was developed and used. And. The inventory of developmental support for 

the child with developmental disorders was used for measurement of their developmental support. Each participant was asked to 

respond to those questionnaires on 4-point scale. M ain findings were as follows;

1) Factor analysis indicated that The FDD consists of three major components, that is, Difficulty in social li fe、 growth capa- 

bi lities a ン necessity for understanding of disorder.

2) Two way ANOVAs revealed that none of significant di fference on the scores of Difficulty in social li fe and the growth ca- 

pabilities.

Those findings were discussed from point views of school psychology. 
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問題と目的

文部科学省によると、 近年、 特別支援学校や特別支援

学級に在籍している幼児 ・ 児童 ・ 生徒の数が増加する傾

向にあり、 特別支援学級や施設への通級による指導を受

けている児童生徒も平成 5 年度の制度開始以降増加して
きている。 平成14年に文部科学省が実施した全国の公立
小学校および公立中学校の通常の学級に在籍する特別な

教育支援を必要とする児童生徒に関する全国実態調査で

は、 約6.3% という数値が報告されているが、 学習障害
(LD)、 注意欠陥多動性障害 (AD/HD)、 高機能自閉症等、
学習や生活の面で特別な教育的支援を必要とする児童生

徒数について、 文部科学省が平成24年に実施した 「通常

の学級に在籍する発達障害の可能性のある特別な教育的

支援を必要とする児童生徒に関する調査」 の結果では、

約6.5 % 程度の割合で通常の学級に在籍している可能性
を示している。 この調査は、 担任教員の回答に基づく も

ので、 発達障害の専門家チームによる判断や、 医師によ

る診断によるものではないため、 発達障害の可能性のあ

る特別な教育的支援を必要とする児童生徒の割合を示す

こ とに留意する必要があるが、 10年で確実に増加してお
り、 教師は特別な教育的支援を行う ためにも発達障害に

ついての確かな知識を持ち、 適切な指導方法を有するこ

とが求められる。

柘植 (2010) によれば、 発達障害を有する児童生徒は、



教師の発達障害児への態度がその発達支援行動に及ぼす影響

「障害」 のイ メ ージがあまり しない子どもたちと される。 

しかし、 自分が他の子と比べてできていないことが多 く 、

人から認めてもらう体験をするこ とが非常に少ない。 よっ

て、 教師は、 子ども本人の特性を踏まえたう えで、 何ら

かの困難や苦手があれば、 その子に合った支援をすべき

であると柘植 (2010) はいう。 同一の能力に困難を示し
ていても、 個々のつまずきは様々であり 、 こ れら を改善

するためには、 個々の子どもの実態に応じたきめの細か

い指導を行う こ とが必要だという のである。

また、 教室における子どもの困難性は、 座席配置など

の環境要因と、 教師や学級の友達との関係などの人的要

因の 2 つである。 教師はこの 2 つの視点からバラ ンスよ

く 子どもの困難性をカバーできる学級経営が求められる

と兵藤 (2011) は提言する。
浅川 ・ 長谷川 ・ 古川 (2005) では、 学校環境での対人

的側面において級友と と もに教師が重要な役割を果たす

と考え、 AD/HD児の学校適応感への支援において、 教
師の自立一統制といった志向性がA D / H D児と見なし
う る児童に対してと る指導態度にどのよう な影響を及ぼ

すのかを検討した。 その結果、 AD/HD児の学校適応感
の形成を考えるとき、 統制志向の教師は罰や叱責といっ

た方略を用いやすく 、 ただでさえ失敗を経験しやすく 、

自己評価が下がりがちなこのタイ プの児童に対して、 統

制志向の教師は必ずしもふさわしい取り合わせとはいえ

ないこと を示唆している。

教師が発達障害を有する児童の特性をどのよう にと ら

えているのかという発達障害観を測定し、 教師の発達障

害観と学級在籍児童の学級適応感との関係について検討

した梶原 ・ 浅川 ・ 田中 ・ 福井 (2012) によれば、 教師が
発達障害を有する児童に対して手厚く接しているとする

と、 他児童からは関わりが偏っているよう に見え、 結果

的に自分も同等に扱っても らえているとの平等感を得ら

れず、 クラスの児童から教師は受容されにく く なる可能

性が示唆された。 また、 教師が発達障害を有する子ども

の特性を肯定的に見ている学級の方が学級適応感尺度に

おいて学習意欲得点が有意に低いこ とが明らかになり 、

発達障害を有する児童だけでなく 、 他の児童への配慮も

同様に必要であることが、 この点を改善するための方途

と して考えられた。 つまり、 教師の発達障害児への態度

が受容的であっても、 学級全体へプラスの影響を与える

こ とにはならないので、 すべての児童を念頭に置いた対

応が求められるのであろう 。

以上のことより、 教師の発達障害観が発達障害児の学

校適応感に及ぼす影響一 についての先行研究は見られる

が、 教師の発達障害観が、 教師の発達障害児への発達支

援行動にどのよう な影響を及ぼしているのか、 そしてそ

れが学級全体の適応感に与える影響について検討してい

るよう な研究は希少である。 そこで、 本研究では、 まず、
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教師の発達障害観を測定し、 彼らの発達支援行動と どの

よう な関係があるかについて検討するこ とが主たる目的

と なった。 ついで、 教職にあるもの、 教職を志すものが

どのよう な発達障害観を形成しているのかを、 教員養成

学部生、 教員志望の大学院生、 そして現職の教員の3 群
を対象に比較検討することと した。

これまでに、 発達障害を有する児童を教師がどのよう

に認知しているのかを測定可能な尺度は少なく (梶原他, 
2012) 、 用いられた尺度項目も限定的である可能性もあっ
た。 そこで本研究では梶原他 (2012) が開発した尺度に
さらに質問項目を追加するなどの改変をして用いるこ と

と した。 

方 法

研究協力者 : 教員養成大学の学部生 54名 (男性 6名、
女性48名)、 教員志望の大学院生57名 (男性19名、 女性
38名) 及び教師33名 (男性19名、 女性14名) の合計144 
名が本研究に研究協力者として参加した。 分析対象となっ

た全ての学部生 ・ 院生の全員が教職志望であった。

材料 : 2 種類の質問紙が使用された。 その一つは、 教
師用発達障害児観測定尺度であり、 他の一つは、 発達支

援行動目録であった。 前者は、 梶原他 (2012) が開発し
た尺度に加え、 研究開始前に教師15名に対して、 発達障
害を有する児童 ・ 生徒の特徴はどのよう なものであるか

と尋ねた質問への回答が整理され、 梶原他の尺度 (18項
目) に24項目が加えられたものである。 項目数は、 計42 
項目であり、 4 件法での回答がもとめられた。 発達支援
行動目録についても、 研究開始前に、 現職の教員に15名
に対して、 発達障害を有する児童 ・ 生徒に対して有効だ

と思われる支援の手立てにはどのよう なものがあるかが

問われ、 回答を整理して、 44項目からなる目録が作成さ
れ、 使用された。 なお、 この尺度については、 孤杉 ・ 浅

川 (2013) によって 3 因子構造 (第 1 因子 : 個別指導計
画の作成、 第 2 因子青 3 因子 : 学習環境の整備) である
こ とが明らかであった。

要因計画 : 3 (職種群) x 2 (性) の2要因計画が用
いられた。

手続き : どの群においても、 集団場面において質問紙
が印刷された冊子が配布され、 一斉に実施された。 各冊

子の表紙には、 一般的な注意事項に加えて、 この調査結

果は研究目的意外には使用されないこ と、 秘密は守秘さ

れるこ と、 回答しない権利は誰もが有するこ となどの情

報が提示されていた。 調査は、 2013年 6 月から 7 月にか
けて実施された。 

結 果

発達障害を有する児童 ・ 生徒に対する教師の認知 : 本
研究の手続きに従って得られた質問紙への反応に基づい
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て、 教師の受け止め方 (認知) について因子分析 (主因
子解 プロマ ックス回転) が実施された。 その結果は表
1 に示すとおりであり、 固有値や固有値の減衰状況から、
解釈可能な 3 因子が抽出され、 第 1 因子については、
「社会的生活の難しさ」、 第 2 因子は、 「成長可能性」、 さ

らに第 3 因子は、 発達障害理解の必要性。 と命名された。
次に、 3 群別、 性別の平均値と s.D. を整理したもの
が、 表 2 である。 この表に基づき、 発達障害を有する児
童 ・ 生徒への認知の各下位得点を従属変数とする 2 x 3 
の二要因分散分析が実施された。 

表 1 発達障害を有する児童 ・ 生徒に対する教師の認知尺度の因子分析結果

第 1 因子 社会的生活の難しさ
18 空気が読めず、 目で会話ができない。
19 言葉の裏を理解するこ とができない。
20 相手の気持ちをその立場から考えるこ とが難しい。
5 落ち着きが無い。
17 自分の感情を自己コン トロールするこ とが難しい。
1 ルールを守るこ とが難しい。
11 すく、、に違う こ とに興味がうつる。
2 集中力が続かない。
6 人間関係を築く のが難しい。
10 会話が十分に理解できない。
7 教室での学習や社会的行動に支障をきたす。
13 手がかかる。
28 発達障害を有する児童 ・ 生徒にふりまわされる。
9 自分で自分を追い詰める。
3 こだわりが強い。
36 他者の理解が得にく く 、 対人関係がうま く とれない。
8 見てわかりに く い子に対しては、 支援の対応が難しい。
第 2 因子 成長可能性
27 クラスに発達障害を持つ児童・ 生徒がいると、 周りの児童 ・ 生徒と相互作用
を して、 お互いが伸びる。

22 特性を理解して関われば、 ユニークでおも しろい。
25 発達障害を有する子どもは、 学級を成長させる。
14 素敵な才能を持っている。
26 クラ スのムー ド メ ーカーになれる。
32 学校で適切に対応すれば能力を伸ばし得る。
23 独自の発想を持っている。
24 適切な支援があれば、 克服できる課題が多い。
31 支援の仕方を工夫したり、 特性や得意なことを伸ばしたりすれば、 著し く
発達する。

15 頑張り過ぎてしまう。
12 個性である。
21 非常に高い能力とそうでない能力を合わせ持つ。
16 集中力が極めて高い。
第 3 因子 発達障害理解の必要性
42 発達障害を持つ子どもの保護者は不安を抱く
40 周りの人の無理解や社会の偏見等によって、 発達障害を有する児童 ・ 生徒
は生きづらい。

41 発達障害を有する児童 ・ 生徒への支援のあり方が課題となっている。
3 7 周りの理解が必要である。
35 生きに く さがあるため、 支援が必要である。
38 家族や周りの人への負担がある。
29 保護者は発達障害を受容するのに時間がかかる。
39 二次障害と しての問題が表れることが多い。 
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表 2 各群における下位尺度得点の平均値 (S.D. )

群 性 ( N ) 生活の困難 成長可能性 理解の必要性

学部生

院生

教員

男N= 6 23.50(4.23) 29.00(6.72) 
女 N= 48 26.46(4.97) 36.08(6.47) 
男N= 19 25.53(6.60) 34.68(5.67) 
女N= 38 28.32(5.53) 35.26(7.47) 
男 N= 19 28.05(6.88) 34.74(8.67) 
女N= 14 28.86(4.41) 41.36(6.35)

表 3 発達障害観と発達支援行動との関連

社会生活の困難さ

成長可能性

理解の必要性
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次に、 表 2 に基き、各下位尺度得点を従属変数と して、
2 要因分散分析を実施したところ、 社会的生活の困難さ
に関しては、 有意な性の主効果 (F(,,,38) = 8.64, P< .10) 
が認められた。 また、 成長可能性に関しても同様の分析

を行ったと こ ろ、 有意な主効果は見出されなかったが、

性と職種群との交互作用が有意であった (F(2,,38) = 2.59. 
P< /10.)。 この内容は、 学部生群と教員群においては、
女性が有意に男性より高得点を示すが、 院生群では。 そ

のよう な顕著な性差が生じていないこと を示すものであっ

た。 さらに、 女性群では、 学部生群= 院生群< 教員群と
いう関係が認められ、 男性群では、 学部生群< 院生群=
教員群という結果が得られた。 最後に、 発達障害理解の

必要性に関する同様の分析結果からは、 有意な性差が認

められ女性の得点が男性の得点を上回っているこ とがわ

かった。

最後に、 発達障害の認知得点と発達支援行動得点との

相関関係を調べるために、 両変数の相関値が求められた。 

その結果は、 表 3 に示すとおりであった。 表 3 からも明
らかのよう に、 学習将官と支援行動の間にはいずれも有

意な相関関係が認められた。 こ れらの結果は、 発達障害

児童 ・ 生徒への理解が深いものほど各種の支援行動を取

りやすいこと を示唆するものといえる。 

考 察

発達障害を有する人々の中には、 それが単に障害だけ

ではなく 、 肯定的にも働く 可能性のあるこ と を示唆する

研究も近年見られるよう になってきた (例えば、 岡 : 
2010)。 発達障害を有する児童 ・ 生徒に対しては、 発達
障害者支援法の制定以降、 理解が進んでいるこ と と併せ

て、 このよう な肯定的な情報の流布が、 発達障害観にお

いて、 変化を生ぜしめている可能性もあろう。 発達障害

個別指導

計画作成

0.237 
0.560 
0. 447 

注意集中

支援

0.330 
0.479 
0.492 

19.17 (6.14) 
20.50(3.21 ) 
20.32 (3.94) 
21.95(3.71) 
20.53(4.71) 
24.14 (2.93) 

学習環境

整備

0.424 
0.522 
0.540 
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を有する個人が社会的な生活を営むうえで、 これまでは、

その困難さを感じる側面を殊更に強調されがちであった

ことは確かである。 しかしながら近年では、 否定的な側

面と肯定的な側面を同時的に理解しよう とする傾向は強

い。 このこ とが、 本件急の分析結果から明らかとなった。 

たとえば、 発達障害観に関する尺度において、 3 つの下
位尺度の存在が明らかになったが、 是は否定的な側面と

と もに肯定的側面も含まれており、 発達障害を有する児

童生徒を両側面から理解しよう と している人々が構造は

その所産と考えるこ ともできる。

本研究で見いだされた 3 つの下位尺度の特典について
分散分析を実施した結果によれば、 全ての会尺度におい

て有意差が見出されるわけではないが、 成長可能性得点

に関しては、 女性教員群が女子学部生。 院生群より も顕

著に高い得点を示しているが、 他の下位尺度ではこのよ

う な顕著な群間差は認められなかった。

教育の現場で特別支援の実践を積み上げてきた教師群

と学生と して座学中心に知識を得てきた学生 ・ 院生群と

の間で、 顕著な差を示しているのが、 女性群における成

長可能性得点である。 この事実は、 教師の支援の実践の

中で、 子どもを否定的にみなすのではなく 、 光明を見出

そう とすると こ ろがあるとおもわれるが、 これは、 特別

支援教育を実践することの副次的な効果かも しれない。 

さらに、 男性に比べて一般的に女性群が共感性は高いと

いわれる (たとえば、 浅川 ・ 松岡. 1987) が、 そのよう
であるならば、 この結果は、 教室にいる児発達障害を有

する児童 ・ 生徒を目前にして、 共感的に理解をしよう と

する傾向が、 女性群や女性教師に強いことを示唆するも

のともいえよう 。

相関分析の結果からは、 発達障害観の下位構造それぞ

れにおいて、 高得点を示すものが具体的に積極的な支援
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行動を取る可能性が示唆された。 このことは、 発達障害

を有する児童 ・ 生徒の理解を進めるこ とが、 発達支援行

動の開発の前提になる可能性を示したものといえる。

本研究では、 安定的な結果が得られたとはいい難い。 

まず、 標本数が十分な程度にまで大き く はないという こ

とがその理由の一つであろう。 したがって、 本結果の一 

般化を行う ためには慎重さが必要であろう 。

社会的な生活を送るう えでの困難さの分析結果によれ

ば、 現職教員群と学部生 ・ 院生群との間に明確な差異が

ないこ とが明らかになった。

成長可能性においては、 既に述べたよう に、 女性群に

おいて、 学部生や院生群に比べて教師群が高い値を示し

ていた。 しかしながら、 男性群を見ると、 教師と他の 2 
群との間に顕著な差はない。

平成17年に発達障害者支援法が制定され、平成19年か
らは、 義務教育の小中学校で、 発達支援の教育的実践に

教師は従事してきている。 このことは、 特に男性群にお

いて、 義務教育諸学校の教員と高校教員との間に、 発達

障害をめぐる意識の差が生じている可能性もあろう。

本研究に研究協力者と して参加した教師群の半分は義

務教育の学校に勤務する者であったが、 他のものは、 高

校勤務の人々であった。 このこ とが本結果に影響した可

能性がある。 特別支援教育はここ数年、 義務教育の現場

において強調されてきたが、 それが高校においても同様

に拡大したのかどう かといった点については、 疑問も残

る。 したがってこの点も踏まえてさらに詳細を検討する

必要がある。 
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